
〈 歳出予算の状況 〉

（１） 義務的経費

[ 義務的経費の額の推移 ］

義務的経費（人件費、扶助費、公債費）は、対前年度 １．４％減の３，８４８億６，１
６１万６千円となり、予算全体の５４．９％を占めています。
これは、公債費では、ＮＴＴ債の償還（全額国庫支出金で財源措置）が始まることなどか
ら増額、扶助費では、介護給付費県負担金、老人医療費県負担金等一部で増額となるが、国
の三位一体の改革に伴い公立保育所の運営費負担金等が市町村に対して一般財源化されるこ
となどから扶助費全体では前年度とほぼ同額となるものの、人件費で、給与改定等により職
員給与費が減額となることが主な要因となっています。

義務的経費の推移
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